
防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給要綱 

平成１４年４月１日制定  

 （目的） 

第１条 この要綱は、重度心身障害者のうち、国民年金制度上、障害基礎年金

等の受給資格を得ることのできない在日外国人及び帰国者等に対し、在日外

国人等重度心身障害者福祉給付金（以下｢給付金｣という。）を支給し、その

福祉の増進を図ることを目的とする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 (1) 重度心身障害者 次のいずれかに該当する者をいう。 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規

定による身体障害者手帳の交付を受けている者で、その身体障害者等級

表による級別が１級又は２級であるもの 

イ 療育手帳について（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号各都

道府県知事・各指定都市市長あて厚生事務次官通知）による療育手帳制

度要綱に基づき療育手帳の交付を受けている者で、その障害の程度がＡ

であるもの 

 (2) 障害基礎年金等 国民金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過

措置に関する政令（昭和６１年政令第５４号）第２８条各号に規定する障

害を支給事由とする年金たる給付をいう。 

(3) 公的年金給付 次に掲げる年金たる給付等をいう。 

  ア 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）による年金たる給付 

  イ 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号）第１

条の規定による改正前の国民年金法に規定する年金たる給付 

  ウ 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）による年金たる保険給

付 

  エ 船員保険法（昭和１４年法律第７３号）による年金たる保険給付 

  オ 国家公務員等共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）及び国家公務

員等共済組合法の長期給付に関する施行法（昭和３３年法律第１２９号）



による年金たる給付 

  カ 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）及び地方公務

員等共済組合法の長期給付等に関する施行法（昭和３７年法律第１５３

号）による年金たる給付 

  キ 私立学校教職員共済組合法（昭和２８年法律第２４５号）による年金

たる給付 

  ク 農林漁業団体職員共済組合法（昭和３３年法律第９９号）による年金

たる給付 

  ケ 国民年金法施行令（昭和３４年政令第１８４号）第４条の８第１項に

規定する年金たる給付 

  コ 海外の公的年金制度から支給される年金たる給付 

  サ その他アからコまでに定める年金たる給付等に準ずると市長が認める

もの 

(4) 施設入所者 次に掲げる施設に入所している者をいう。 

  ア 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）に基づく障害者支援

施設 

  イ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）に基づく養護老人ホーム 

(5) 住民登録 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定による登

録をいう。 

 (6) 外国人登録 外国人登録法（昭和２７年法律第１２５号）の規定による

登録をいう。 

 (7) 外国人 外国人登録法第２条に規定する外国人をいう。 

 (8) 永住許可 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第

２２条第２項に規定する法務大臣の許可をいう。 

(9) 特別永住者 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等

の出入国の管理に関する特例法（平成３年法律第７１号）第３条から第５

条までに規定する者をいう。 

 （支給対象者） 

第３条 給付金の支給対象者（以下「支給対象者」という。）は、本市に住民

登録を行っている者若しくは外国人登録を行っている者（施設入所者で、当



該入所について本市以外のものによる措置を受けているものを除く。）又は

施設入所者のうち当該入所について、本市による措置を受けて入所している

者で、次の各号の一に該当する障害基礎年金等の受給資格がない重度心身障

害者とする。 

(1) 外国人である又は外国人であった者のうち昭和３７年（１９６２年）１

月１日前に生まれた者で、その障害の発生の原因となった傷病について初

めて医師の診療を受けた日（以下「初診日」という。）が昭和５７年（１

９８２年）１月１日前であり、かつ、当該初診日において外人登録を行っ

ているもの（現在、外国人である者については、永住許可を受けている者

又は特別永住者に限る。） 

(2) 初診日が昭和６１年（１９８６年）４月１日前であり、当該初診日に２

０歳に達していない者のうち、２０歳到達時において日本国内に住所を有

しなかった日本国籍を有するもの 

(3) 初診日が昭和６１年（１９８６年）４月１日前であり、当該初診日に２

０歳に達しており、かつ、日本国内に住所を有しなかった日本国籍を有す

る者  

 （支給の申請） 

第４条 給付金の支給を受けようとする支給対象者は、防府市在日外国人等重

度心身障害者福祉給付金支給申請書（第１号様式）に、公的年金未受給状況

等申立書（第２号様式）その他必要な書類を添付して、市長に申請しなけれ

ばならない。 

 （支給の決定等） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があった場合には、これを審査し、支

給を決定したときは防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給決定

通知書（第３号様式）により、不支給を決定したときは防府市在日外国人等

重度心身障害者福祉給付金不支給決定通知書（第４号様式）により、申請者

に通知するものとする。 

 （給付金の額） 

第６条 給付金の額は、月額２０，０００円とする。 

２ 支給対象者が公的年金給付（障害基礎年金等を除く。）若しくは他の自治



体の給付金を受けている場合又は老人福祉法に定める養護老人ホームに入所

措置若しくは養護受託者に養護委託されており、老人保護措置費交付基準（

昭和４７年６月１日厚生省社第４５１号各都道府県知事・指定都市市長あて

厚生事務次官通知）に定める生活費の加算の特例（以下「生活費の特例加算」

という。）を受けている場合で、その受給額が月額２０，０００円未満であ

るときは、前項の規定にかかわらず、前項に規定する額から当該受給額の月

額を控除した額を給付金の月額とする。 

 （支給対象期間等） 

第７条 市長は、第５条の規定による支給決定を受けた者（以下「受給資格者」

という。）に対し、給付金を支給するものとする。 

２ 給付金の支給対象期間は、第４条の規定による申請があった日の属する月

の翌月から第１０条の規定により給付金の受給資格を喪失した日の属する月

までとする。 

３ 給付金は、次の表の左欄に掲げる期別に応じ、同表の中欄に掲げる月分に

係る給付金を、同表の右欄に掲げる支給月に支給するものとする。ただし、

支給月に支給すべき給付金を支給できなかった場合又は受給資格を喪失した

場合は、この限りでない。 

区   分 支 給 対 象 月 分 支 払 月 

第 １ 期  ４月分から６月分まで ７月 

第 ２ 期  ７月分から９月分まで １０月 

第 ３ 期  １０月分から１２月分まで １月 

第 ４ 期  １月分から３月分まで ４月 

 （支給の停止） 

第８条 市長は、受給資格者が次の各号の一に該当する場合は、当該各号に定

める期間の月分の給付金の支給を停止する。 

 (1) 本人の前年の所得が国民年金法施行令第５条の４に定める額を超えて

いる場合 その年の８月から翌年の７月までの期間（前々年の所得が所定

の額を超える場合にあっては、その年の１月から７月までの期間） 



 (2) 第６条第１項に規定する額以上の公的年金給付（障害基礎年金等を除

く。）を受けることができる場合 当該公的年金給付を受けることができ

る期間 

 (3) 他の自治体から第１条に掲げる目的と同様の趣旨により、第６条第１項

に規定する額以上の給付金を受けることができる場合 当該給付金を受け

ることができる期間 

 (4) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている場合 

当該保護が開始された日の属する月の翌月から、当該保護が廃止された日

の属する月までの期間 

 (5) 老人福祉法に定める養護老人ホームに入所措置されている場合又は養

護委託されている場合で、第６条第１項に規定する額以上の生活費の特例

加算を受けているとき 当該特例加算金の受給期間 

２ 前項第１号に規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、国民年金法第

３６条の３の規定による障害基礎年金の支給を停止する場合の所得の範囲及

びその額の計算方法の例による。 

３ 市長は、第１項に定めるもののほか、受給資格者が次の各号の一に該当す

る場合は、給付金の支給を停止することができる。 

(1) 正当な理由がなく第１３条の規定による届出をしないとき。 

(2) 第１４条の規定に違反したとき。 

(3) 虚偽その他不正な手段により給付金の支給を受け、又は受けようとした

とき。 

 （支給停止等の通知） 

第９条 市長は、前条の規定により給付金の支給を停止するときは、防府市在

日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給停止通知書（第５号様式）により、

支給停止を解除するときは防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支

給停止解除通知書（第６号様式）により、当該受給資格者に通知するものと

する。 

 （受給資格の喪失） 

第１０条 受給資格者が次の各号の一に該当するに至ったときは、その日に受

給資格を喪失する。 



(1) 死亡したとき。 

(2 )第３条に規定する支給対象者でなくなったとき。 

 （喪失の通知） 

第１１条 市長は、受給資格者が前条の規定により受給資格を喪失したときは、

防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金受給資格喪失通知書（第７号

様式）により、当該受給資格者又はその者と生計を一にしていた者に通知す

るものとする。 

 （未支給給付金の申請等） 

第１２条 受給資格者が死亡した場合において、その死亡した者に支給すべき

給付金でまだ支給していないもの（以下「未支給給付金」という。）がある

ときは、その者の配偶者、子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹であって、そ

の者の死亡の当時その者と生計を一にしていた者は、自己の名で未支給給付

金の支給を申請することができる。 

２ 未支給給付金を受けるべき者の順位は、前項に規定する順序とする。 

３ 未支給給付金を受けるべき同順位者が２人以上あるときは、その１人が

行った申請は、同順位者を代表してその全額について行ったものとみなし、

その１人に対して行った支給は、同順位者全員に対して行ったものとみなす。 

４ 未支給給付金の支給を受けようとする者は、防府市在日外国人等重度心身

障害者福祉給付金未支給給付金支給申請書（第８号様式）により、市長に申

請しなければならない。 

５ 市長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査し、支給を決

定したときは防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金未支給給付金支

給決定通知書（第９号様式）により、不支給を決定したときは防府市在日外

国人等重度心身障害者福祉給付金未支給給付金不支給決定通知書（第１０号

様式）により、申請者に通知するものとする。 

（届出） 

第１３条 受給資格者又は受給資格者と生計を一にしている者は、次の各号の

一に該当する事由が生じたときは、速やかに、防府市在日外国人等重度心身

障害者福祉給付金変更・喪失届（第１１号様式）により、市長に届け出なけ

ればならない。 



(1) 第１０条の規定により受給資格を喪失したとき。 

(2) 受給資格者の住所又は氏名を変更したとき。 

(3) 公的年金給付の受給に変更があったとき。  

(4) 他の自治体の給付金の受給に変更があったとき。 

(5) 生活保護の受給に変更があったとき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、給付金の支給要件にかかる事由に変更が

あったとき。 

 （譲渡及び担保の禁止） 

第１４条 給付金の支給を受ける権利は、これを譲渡し、又は担保に供しては

ならない。 

 （給付金の返還等） 

第１５条 市長は、給付金の支給後、受給資格者又は受給資格者であった者が

第８条に規定する支給停止又は第１０条に規定する受給資格の喪失要件に該

当していたことを確認した場合には、防府市在日外国人等重度心身障害者福

祉給付金取消・返還通知書（第１２号様式）により、当該給付金を受給した

者に対して支給の決定を取り消し、すでに支給した給付金の全部又は一部の

返還を請求することができる。 

 （要綱の廃止） 

第１６条 市長は、給付金と同様の目的及び同程度の給付制度が国又は山口県

により支給対象者を対象として適用されたときは、この要綱を廃止するもの

とする。 

 （その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、給付金の支給に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

 （支給期間の特例） 

２ 第７条第２項の規定にかかわらず、平成１４年６月３０日までに申請を

行った者で第３条に規定する支給対象者のうち、支給の要件を満たすものに



ついては、平成１４年４月分から給付金を支給するものとする。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

  



第１号様式（第４条関係） 

 

防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給申請書 

 

年  月  日 

 

 （宛先） 防府市長 

 

重度心身障害者福祉給付金について、防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給要

綱第４条の規定により、次のとおり申請します。 

なお、重度心身障害者福祉給付金の受給資格認定に際し、私の公的年金受給状況については

関係機関において、私の所得額については課税台帳等により、住民基本台帳又は外国人登録原

票の記載内容については当該台帳により、調査確認されることを承諾します。 

 

申

請

者 

住      所 
 

(フ リ ガ ナ ) 

氏 名 

 

              

（自筆による署名又は記名押印） 

通称名をお使いの場合はこの欄に通称名を記入
して下さい。 

生 年 月 日       年  月  日生（  歳） 電話番号 (   )  － 

  次の口座へ振り込んでください。 

振

込      

先 

金融機関名  本 支 店 名 店 

預 金 種 別 １ 普通  ２ 当座 口 座 番 号  

(フ リ ガ ナ ) 

 
口 座 名 義 

  

 

 (注) １ 振込先口座は、申請者本人名義の口座を記入してください。 

      ２ 添付書類 

(1) 公的年金未支給状況等申立書（身体障害者手帳 1・2 級を最初に取得した日が 1982

年(昭和 57 年)以降の方はその障害の初診日が確認できる書類を添付してください。） 

(2) 日本国籍取得者として申請される方･･･････日本国籍取得時の戸籍謄本又は除籍謄本 

(3) 帰国者として申請される方･････････････････海外渡航を確認できる書類（海外渡航を

示す戸籍の附票など） 



第２号様式（第４条関係） 

公的年金未受給状況等申立書 

                              年  月  日 

 （宛先） 防府市長 

申請書氏名                          

  

下記のとおり相違ありません。 

記 

1 無年金にな

った理由 (該

当のものに

○をして下

さい。) 

(1) 1982(昭和 57 年)の年金制度改正時に日本国籍を有していなかったた

め(1982(昭和 57 年) 1 月 2 日以降に日本国籍を取得した方も含みま

す。) 

(2) 1986 年(昭和 61 年)3 月以前の海外滞在中の障害のため 

(3) その他 

2 身体障害者

手帳、療育手

帳について 

手 帳 番 号  山口県（        ）第       号 

障 害 の 程 度 身体障害者手帳(    級) 療育手帳(     ) 

最初に手帳の交 

付 を 受 け た 日 
年    月    日 

 

3 現在の障害

状態につい

て 

 

現在の障害状態 

に な っ た 時 期 
年    月 

障 害 の 部 位 視覚･聴覚･上肢･下肢･内部･その他(        ) 

障 害 の 原 因 事故･疾病(病名       )･その他(       ) 

障害原因の初診日 ※     年    月    日 

4 公的年金の

加入状況に

ついて 

現在の加入状況 (1) 加入している(  年 月～)  (2) 加入していない 

加入している年金 年金 年金手帳の記号番号  

加 入 期 間       年   月 ～   年   月 

５ 公的年金受給額(受給されてい

る方のみご記入下さい。) 
 年額          円 

６ 現在、施設に入所されています

か。 
 (1) はい (施設名     ) (2) いいえ 

※新規及び等級変更で身体障害者手帳 1・2 級を取得した日が 1982 年(昭和 57 年)１月 1 日以

降である方はその障害原因の初診日が確認できる書類を提出してください。 

なお、障害原因の初診日が確認できる書類で不明な点は、福祉事務所にご相談ください。 



第３号様式（第５条関係） 

 

防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給決定通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

               様 

 

防府市長             □印  

 

     年  月  日付で申請のありました重度心身障害者福祉給付金について、下記の

とおり支給を決定しましたので、防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給要綱第５

条の規定により通知します。 

 

記 

 

支 給 金 額  月額          円 

支給開始月         年    月分から 

   

 ただし、期間中途で資格喪失又は支給停止要件に該当することとなった場合は、当該月分ま

での支給となります。 



第４号様式（第５条関係） 

 

防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給不決定通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

              様 

 

防府市長             □印  

 

     年  月  日付で申請のありました重度心身障害者福祉給付金について、不

支給を決定しましたので、防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給要綱第５条の規

定により通知します。 

 

記 

支給できない理由 

 
                                            

 

                                             

 

                                             

 

                                             

 

                                             

 

                                             

 

                                         



第５号様式（第９条関係） 

 

防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給停止通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

               様 

 

防府市長             □印  

 

下記のとおり重度心身障害者福祉給付金の支給を停止しますので、防府市在日外国人等重度

心身障害者福祉給付金支給要綱第９条の規定により通知します。 

 

記 

 

支給を停止する理由  

支給を停止する期間      年   月分から     年   月分まで 

   

  



第６号様式（第９条関係） 

 

防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給停止解除通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

               様 

 

防府市長             □印  

 

 下記のとおり重度心身障害者福祉給付金の支給停止を解除しますので、防府市在日外国人等

重度心身障害者福祉給付金支給要綱第９条の規定により通知します。 

 

記 

 

支給停止を解除する理由  

支 給 再 開 月        年     月分から 

   

  



第７号様式（第１１条関係） 

 

防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金受給資格喪失通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

               様 

 

防府市長             □印  

 

 下記のとおり重度心身障害者福祉給付金の支給に係る受給資格を喪失されましたので、防府

市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給要綱第１１条の規定により通知します。 

 

記 

   

受 給 資 格 喪 失 者  

受給資格喪失年月日 年    月    日 

受給資格喪失の理由  

支 給 の 最 終 月        年     月分まで 

 



第８号様式（第１２条第４項関係） 

防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金未支給給付金支給申請書 

 

年  月  日 

 （宛先） 防府市長 

 

 下記の受給資格喪失者に係る重度心身障害者福祉給付金の未支給給付金支給について、防府市

在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給要綱第１２条第４項の規定により、次のとおり申

請します。 

なお、支給の決定に際し、私と受給資格喪失者との関係について、住民基本台帳又は外国人

登録原票等により調査確認されることを承諾します。 

申

請

者 

住      所  電話番号  

フ リ ガ ナ 

氏 名 

 通称名をお使いの場合はこの欄に通称名を記
入して下さい。 

 

                

（自筆による署名又は記名押印） 

続   柄 受給資格喪失者の 

資

格

喪

失

者 

氏   名  

死 亡 日        年    月    日 

請  求  額         円（ただし、  年   月分～  年  月分） 

下記の口座に振り込んでください。 

振      

込 

先 

金融機関名  本 支 店 名  店 

預 金 種 別 １ 普通  ２ 当座 口 座 番 号  

(フ リ ガ ナ ) 

 
口 座 名 義 

  

 

(注)  1 この請求ができる方は、受給資格喪失者の配偶者、子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹

であって、受給資格喪失者の死亡の当時その方と生計を同じくしていた方に限ります。  

     2 振込先口座は、申請者本人名義の口座を記入してください。 



第９号様式（第１２条第５項関係） 

 

防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金未支給給付金支給決定通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

               様 

 

防府市長             □印  

 

     年  月  日付で申請のありました重度心身障害者福祉給付金の未支給給付金に

ついて、下記のとおり決定しましたので、防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給

要綱第１２条第５項の規定により通知します。 

 

記 

 

支  給  金  額  月額        円 

支  給  期  間     年   月分から    年   月分まで 

   

  



第１０号様式（第１２条第５項関係） 

 

防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金未支給給付金不支給決定通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

              様 

 

防府市長             □印  

 

    年  月  日付で申請のありました重度心身障害者福祉給付金の未支給給付金

について、不支給と決定しましたので、防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給要

綱第１２条第５項の規定により通知します。 

 

記 

支給できない理由 

 
                                             

 

                                            

 

                                             

 

                                             

 

                                             

 

                                              

 

                                         



第１１号様式（第１３条関係） 

防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金変更・喪失届 

年  月  日 

 （宛先） 防府市長 

届出者 住 所 

                     氏 名               

                      （受給資格者との続柄      ） 

下記のとおり届け出します。 

受

給

資

格

者 

住      所 防府市 電話番号 

 

フ リ ガ ナ 

氏   名 

 

 

変

更

内

容 

内   容 新 旧 

(1)住所変更   

(2)氏名変更   

(3)その他   

※ 振込先口座変更の場合は、下記へ変更後の口座を記入してください。(本人名義に限ります。) 

振      

込 

先 

金融機関名  本 支 店 名 店 

預 金 種 別 １ 普通  ２ 当座 口 座 番 号  

(フ リ ガ ナ ) 

 
口 座 名 義 

  

 

 

喪

失

原

因 

内  容 事  実  発  生  年  月  日 

(1) 死 亡       年    月    日 

(2) 市外転出       年    月    日 

(3) その他   （事実発生日    年   月   日） 

 



第１２号様式（第１５条関係） 

 

防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金取消・返還通知書 

 

第     号 

年  月  日 

 

様 

 

           防府市長             □印  

 

 重度心身障害者福祉給付金の支給を取り消しましたので、すでに支給した給付金を返還され

るよう、防府市在日外国人等重度心身障害者福祉給付金支給要綱第１５条の規定により通知し

ます。 

 

記 

 

支給取消しの理由 

 

返 還 金 額 円（  年  月分～  年  月分） 

返 還 期 限      年    月    日 

 

 ご不明の点がありましたら、下記までお問い合わせください。 

 

 

【問い合わせ先】 

     

 


